
第14期定時株主総会招集ご通知に際しての

イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項及びその他の注記

重 要 な 会 計 方 針 及 び そ の 他 の 注 記

第14期（2019年３月１日～2020年２月29日）

連結計算書類の「連結計算書類の作成のための基本となる重

要な事項及びその他の注記」および計算書類の「重要な会計

方針及びその他の注記」につきましては、法令及び当社定款

の定めにより、インターネット上の当社ウェブサイト

（https://www.dcm-hldgs.co.jp/company/）に掲載すること

により、株主の皆様に提供しております。



(連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記)

１．連結の範囲に関する事項

(1)連結子会社の数　　　　　　　　　10社

主要な連結子会社の名称　　　 ＤＣＭカーマ㈱

ＤＣＭダイキ㈱

ＤＣＭホーマック㈱

ＤＣＭサンワ㈱

ＤＣＭくろがねや㈱

(2)非連結子会社の数　　　　　　　　８社

主要な非連結子会社の名称　　 ㈱タパス

連結の範囲から除いた理由　　 非連結子会社はいずれも小規模であり、各社の総資産、

売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）は、連結計算書類に重要な影響

を及ぼしていないためであります。

２．持分法の適用に関する事項

(1)持分法を適用した関連会社の数 １社

   持分法適用会社の名称 ㈱ケーヨー

(2)持分法を適用していない

非連結子会社及び関連会社の数 10社

主要な持分法を適用しない

非連結子会社の名称

㈱タパス

持分法を適用しない

関連会社の名称

荒尾シティプラン㈱

㈱スマートサポート

持分法を適用していない理由　 当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に

見合う額)等からみて、持分法の対象から除いても連結

計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ重要性がな

いため持分法の適用範囲から除外しております。

３．連結子会社の事業年度に関する事項

　連結子会社の決算日は連結決算日と一致しております。
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４．会計方針に関する事項

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

イ.持分法を適用していない

非連結子会社株式及び関

連会社株式

移動平均法による原価法

ロ.その他有価証券

時価のあるもの　　　　　 連結決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定)

時価のないもの　　　　　 移動平均法による原価法

なお、時価のないその他有価証券のうち外貨建てのも

のについては、連結決算日の直物為替相場に基づく時

価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定)

②たな卸資産

  　商　品　　　　　　　　　　　主として売価還元法による低価法

③デリバティブ　　　　　　　　　時価法

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く） 定率法

ただし、主に1998年４月１日以降に取得した建物(建物

附属設備は除く)並びに2016年４月１日以降に取得し

た建物附属設備及び構築物については、定額法を採用

しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　２～60年

その他　　　　　　　２～20年

②無形固定資産（リース資産を除く） 定額法

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内にお

ける見込利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用し

ております。

③リース資産　　　　　　　　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資

産については、自己所有の固定資産に適用する減価償

却方法と同一の方法を採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース

資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用しております。
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なお、2009年２月28日以前に契約を締結した所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。

④長期前払費用　　　　　　　　　定額法

(3)重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金　　　　　　　　　　金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額に基づき計上しております。

②賞与引当金　　　　　　　　　　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支

給見込額に基づき計上しております。

③ポイント引当金　　　　　　　　顧客に付与したポイントの使用による値引発生に備え

るため、将来使用されると見込まれる額を計上してお

ります。

④役員株式給付引当金　　　　　　取締役向け株式交付規程に基づく当社株式等の交付等

に備えるため、当連結会計年度における株式給付債務

の見込額に基づき計上しております。

(4)退職給付に係る会計処理の方法

①退職給付見込額の期間帰属方法　一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、

退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属さ

せる方法については、期間定額基準によっております。

②数理計算上の差異の　　　　　　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生

費用処理方法　　　　　　　　　時における従業員の平均残存勤続年数以内の一定の年

数(５年)による定額法により按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費用処理しております。

③小規模企業等における　　　　　一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給

簡便法の採用　　　　　　　　　付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給

額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用し

ております。

(5)外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。

(6)重要なヘッジ会計の方法
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①ヘッジ会計の方法　　　　　　　繰延ヘッジ処理によっております。なお、金利スワッ

プについては特例処理の要件を満たしているため、特

例処理を採用しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象　　　　ヘッジ手段･･･為替予約、金利スワップ

ヘッジ対象･･･買掛金、借入金

③ヘッジ方針　　　　　　　　　　為替変動リスク低減のため、対象範囲内でヘッジを行

っております。また、借入金の金利変動リスクを回避

する目的で金利スワップ取引を行っており、ヘッジ対

象の識別は個別契約毎に行っております。

④ヘッジの有効性評価の方法　　　ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、

ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計を比較し、

両者の変動額等を基礎にして判断しております。

ただし、金利スワップについては、特例処理の要件を

満たしているため、ヘッジ有効性判定を省略しており

ます。

(7)のれんの償却方法及び償却期間 のれんの償却については、５年間から10年間の定額法

により償却を行っております。

(8)消費税等の会計処理　　　　　　　税抜方式を採用しております。

(9)収益及び費用の計上基準

ファイナンス・リース取引に

係る収益の計上基準

リース料受取時に収益と費用を計上する方法によって

おります。また、転リース取引については、リース料

受取時に金利部分のみ収益を計上する方法によってお

ります。

なお、2009年２月28日以前に契約を締結した所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
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(表示方法の変更に関する注記)

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）を

当連結会計年度の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金

負債は固定負債の区分に表示しております。

(追加情報）

（取締役に対する業績連動型株式報酬制度）

　当社は、2017年５月25日開催の第11期定時株主総会において、当社及び子会社3社（ＤＣＭカ

ーマ㈱、ＤＣＭダイキ㈱、ＤＣＭホーマック㈱）の取締役（社外取締役及び国内非居住者、当社

及び当社の連結子会社のいずれの会社においても業務執行を行っていない者を除く。以下「対象

取締役」という。）に対し、中期経営計画の達成に向けたインセンティブ付け、当社グループの

持続的な成長への貢献意欲を高めること、及び株主の皆様と利害を共有することを目的として、

業績との連動性が高く、かつ透明性・客観性の高い役員報酬制度である業績連動型株式報酬制度

（以下「本制度」という。）を導入しております。

１．取引の概要

　本制度を導入するにあたり、役員報酬ＢＩＰ（Board Incentive Plan）信託（以下「ＢＩＰ信

託」という。）と称される仕組みを採用しております。ＢＩＰ信託とは、米国の業績連動型株式

報酬（Performance Share）制度及び譲渡制限付株式報酬（Restricted Stock）制度を参考にし

た役員に対するインセンティブプランであり、ＢＩＰ信託により取得した当社株式及び換価処分

金相当額の金銭（以下「当社株式等」という。）を業績目標の達成度等に応じて対象取締役に交

付及び給付（以下「交付等」という。）するものです。本制度は、2018年２月末日で終了する連

結会計年度から2020年２月末日で終了する連結会計年度までの連続する３連結会計年度（信託期

間の延長が行われた場合には、以降の各３連結会計年度とする。）を対象として、対象取締役の

基本報酬額及び中期経営計画の業績達成度に応じポイントを付与しそれを累積し、対象取締役が

対象会社のいずれの取締役も退任する際に、累積ポイント数に基づいて算出される当社株式等に

ついて役員報酬として交付等を行います。

２．信託に残存する自社の株式

　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額は除く。）により、純資

産の部に自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当連結会計

年度279百万円、285千株であります。
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（従業員に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

　当社は、2017年５月９日開催の取締役会において、当社の中長期的な企業価値を高めることを

目的として、従業員インセンティブ・プラン「従業員持株ＥＳＯＰ信託」（以下「ＥＳＯＰ信

託」という。）の導入を決議いたしました。当社グループの成長を支える従業員に対する福利厚

生制度をより一層充実させるとともに、株価上昇へのインセンティブを付与することにより、当

社の業績や株式価値に対する当社グループの従業員の意識を更に高め、中長期的な企業価値の向

上を図ることを目的に、本制度を導入しております。

１．取引の概要

　ＥＳＯＰ信託とは、米国のＥＳＯＰ（Employee Stock Ownership Plan）制度を参考に、従業

員持株会の仕組みを応用した信託型の従業員インセンティブ・プランであり、当社株式を活用し

た従業員の財産形成を促進する貯蓄制度の拡充（福利厚生制度の拡充）を図る目的を有するもの

をいいます。

　当社が「ＤＣＭホールディングス社員持株会」（以下「当社持株会」という。）に加入する従

業員のうち一定の要件を充足する者を受益者とする信託を設定し、当該信託は今後３年間にわた

り当社持株会が取得すると見込まれる数の当社株式を、予め定める取得期間中に取得します。そ

の後、当該信託は当社株式を毎月一定日に当社持株会に売却します。信託終了時に、株価の上昇

により信託収益がある場合には、受益者たる従業員の拠出割合等に応じて金銭が分配されます。

株価の下落により譲渡損失が生じ信託財産に係る債務が残る場合には、金銭消費貸借契約の保証

条項に基づき、当社が銀行に対して一括して弁済するため、従業員の追加負担はありません。

２．信託に残存する自社の株式

　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額は除く。）により、純資

産の部に自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当連結会計

年度366百万円、380千株であります。

３．総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

　当連結会計年度187百万円
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(連結貸借対照表に関する注記)

１．担保に供している資産及び担保に係る債務

　　担保に供している資産

現金及び預金 22百万円

土地 254百万円

　　　計 276百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 173,438百万円

３．有形固定資産のうち、建物及び構築物638百万円、その他13百万円を国庫補助金等の圧縮記

帳により取得価額から控除しております。

４．土地の再評価(ＤＣＭダイキ㈱)

　土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公布法律第34号)に基づき、事業用の土地の

再評価を行い、当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負

債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上して

おります。

再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31日公布政令第119号)第２条第４号に定

める当該事業用土地について地価税法第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎と

なる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法により算定した価額に

合理的な調整を行って算定する方法、第２条第３号に定める当該事業用土地について地方税

法第341条第10号の土地課税台帳または同条第11号の土地補充課税台帳に登録されている価

額に合理的な調整を行って算定する方法により算出。

再評価を行った年月日　2002年３月31日

再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額　△1,725百万円

５．連結会計年度末日満期手形等

連結会計年度末日満期手形及び連結会計年度末日確定期日現金決済（手形と同条件で手形期

日に現金決済する方式）の会計処理については、手形交換日及び出金日をもって決済処理を

しております。なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年

度末日満期手形等が当連結会計年度末日残高に含まれております。

受取手形及び売掛金　　　　　　　　　　　　　 9百万円

支払手形及び買掛金　　　　　　　　　　　 4,183百万円

電子記録債務　　　　　　　　　　　　　　15,810百万円

その他（流動負債）　　　　　　　　　　　　　 9百万円
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(連結損益計算書に関する注記)

減損損失

　当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す 小単位として、各店舗及び賃貸物件等

を 小の単位としてグルーピングしており、遊休資産についても、当該資産単独で資産のグ

ルーピングをしております。

　店舗につきましては、営業活動から生ずる損益が継続してマイナスである資産グループ及

びドミナントエリア戦略における店舗の再配置等による店舗閉鎖の意思決定が行われた場

合について減損を認識し、各々の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損

失として計上しております。

(1)北海道・東北・関東地区(ＤＣＭホーマック㈱)

用 途 店舗（５店）、その他（２箇所）

種 類 建物及び構築物、その他

減 損 損 失 建物及び構築物 114百万円

その他 214百万円

　計 329百万円

(2)中部・北陸地区（ＤＣＭカーマ㈱）

用 途 店舗（３店）、その他（１箇所）

種 類 土地、建物及び構築物、その他

減 損 損 失 土地 166百万円

建物及び構築物 557百万円

その他 70百万円

　計 794百万円

(3)四国・近畿・中国・九州地区（ＤＣＭダイキ㈱）

用 途 店舗（６店）、その他（２箇所）

種 類 建物及び構築物、その他

減 損 損 失 建物及び構築物 398百万円

その他 104百万円

　計 502百万円

(4)その他

用 途 店舗（２店）、その他（３箇所）

種 類 土地、建物及び構築物、その他

減 損 損 失 土地 13百万円

建物及び構築物 58百万円

その他 25百万円

　計 97百万円

　店舗については使用価値又は正味売却価額を回収可能価額としております。

　なお、使用価値については将来キャッシュ・フローを５％で割引いて算定し、正味売却価

額については、路線価及び固定資産税評価額等の適切に市場価額を反映していると考えられ

る評価額を基に算出し評価しております。
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(連結株主資本等変動計算書に関する注記)

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

当連結会計年度期首
株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数

 発行済株式

  普通株式(注)1 142,575千株 3,895千株 －千株 146,470千株

合　計 142,575千株 3,895千株 －千株 146,470千株

 自己株式

  普通株式
　　　(注)2,3,4

8,972千株 1,381千株 332千株 10,022千株

合　計 8,972千株 1,381千株 332千株 10,022千株

（注)1.普通株式の発行済株式の株式数の増加3,895千株は、新株予約権行使3,895千株によるも

のです。

2.普通株式の自己株式の株式数の増加1,381千株は、取締役会決議の自己株式取得による

増加1,379千株並びに単元未満株式の買取り２千株によるものです。

3.普通株式の自己株式の株式数の減少332千株は、「ＥＳＯＰ信託口」から「当社持株会」

への株式譲渡310千株並びに「ＢＩＰ信託口」からの退任役員への交付21千株によるも

のです。

4.自己株式数には、当連結会計年度末日現在において「ＥＳＯＰ信託口」が所有する当社

株式380千株及び「ＢＩＰ信託口」が所有する当社株式285千株を含めて記載しておりま

す。

２．配当に関する事項

(1)配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり

配当額
基準日 効力発生日

2019年５月30日

定時株主総会
普通株式 1,884百万円 14円00銭 2019年２月28日 2019年５月31日

（注)配当金の総額には「ＢＩＰ信託口」が所有する当社株式に対する配当金４百万円及び

「ＥＳＯＰ信託口」が所有する当社株式に対する配当金９百万円が含まれております。

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり

配当額
基準日 効力発生日

2019年９月27日

取締役会
普通株式 1,884百万円 14円00銭 2019年８月31日 2019年11月１日

（注)配当金の総額には「ＢＩＰ信託口」が所有する当社株式に対する配当金３百万円及び

「ＥＳＯＰ信託口」が所有する当社株式に対する配当金７百万円が含まれております。

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議予定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

2020年５月28日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 1,919百万円 14円00銭 2020年２月29日 2020年５月29日

（注)配当金の総額には「ＢＩＰ信託口」が所有する当社株式に対する配当金３百万円及び

「ＥＳＯＰ信託口」が所有する当社株式に対する配当金５百万円が含まれております。
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(金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借

入により資金を調達しております。

　受取手形及び売掛金並びにリース投資資産は、取引先別に入金管理及び残高管理を行うこ

とにより、信用リスク低減に努めております。

　投資有価証券は、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握することにより、発行体の信

用リスク低減に努めております。

　敷金及び保証金は、主に店舗の出店に係る賃借契約に対して、賃貸先に差し入れているも

のであり、取引先の財務状況の悪化等による回収懸念先を定期的に把握することにより、信

用リスク低減に努めております。

　支払手形及び買掛金、電子記録債務、未払法人税等は、１年以内の支払期日であります。

　借入金のうち、短期借入金は、主に営業取引に係る資金の調達であり、社債、新株予約権

付社債、長期借入金及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に係

る資金の調達であり、償還日は決算日後、新株予約権付社債については１年以内、その他の

ものについては 長で20年後であります。

　デリバティブは、為替相場の変動リスク及び借入金の金利変動リスクを回避するために利

用し、投機的な取引は行わない方針であります。

２．金融商品の時価等に関する事項

　2020年２月29日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には

含めておりません。

(単位：百万円)

連結貸借対照表計上額 時価 差額

　(1)現金及び預金 38,306 38,306 -

　(2)受取手形及び売掛金 14,883 14,883 -

　(3)リース投資資産 1,321 1,321 -

　(4)投資有価証券

　　　関係会社株式 8,210 6,161 2,049

　　　その他の有価証券 9,352 9,352 -

　(5)敷金及び保証金 39,333 39,483 △149

　資産計 111,407 109,507 1,899

　(1)支払手形及び買掛金 32,657 32,657 -

　(2)電子記録債務 29,480 29,480 -

　(3)短期借入金 12,400 12,400 -

　(4)１年内償還予定の新株予約権付社債 16,121 16,846 △725

　(5)未払法人税等 4,011 4,011 -

　(6)社債 10,000 10,087 △87

　(7)長期借入金（※1） 84,703 85,049 △345

　(8)リース債務 16,934 16,934 -

　負債計 206,308 207,466 △1,157

　デリバティブ（※2）
　ヘッジ会計が適用されているもの （1） （1） -
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(※)1.１年内返済長期借入金を含めて表記しております。

2.デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、正味で債務と

なる場合は、(　)で表示しております。

(注)1.金融商品の時価の算定方法及び有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

(1)現金及び預金並びに(2)受取手形及び売掛金

　　これらはすべて短期決済であり、時価と帳簿価額が近似値であることから、当該帳簿

　価額によっております。

(3)リース投資資産

　　リース投資資産の時価は、帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

  ります。

(4)投資有価証券

　  投資有価証券の時価の算定は、取引所の価格によっております。

(5)敷金及び保証金

　　敷金及び保証金の時価の算定は、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切

　な指標で割り引いた現在価値によっております。

負　債

(1)支払手形及び買掛金、(2)電子記録債務、(3)短期借入金、(5)未払法人税等

 　 これらはすべて短期決済であり、時価と帳簿価額が近似値であることから、当該帳簿

　価額によっております。

(4)１年内償還予定の新株予約権付社債の時価の算定は、取引所の価格によっております。

(6)社債の時価は、公社債店頭売買参考統計値によっております。

(7)長期借入金

　　変動金利の長期借入金は、短期間で市場金利を反映していることから、時価は帳簿価額

　と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっております。固定金利の長期借入

　金の時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利

　率で割引いた現在価値によって算定しております。

(8)リース債務

 　 リース債務の時価は、帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

  す。

デリバティブ取引

①　ヘッジ会計が適用されないもの　　該当するものはありません。

②　ヘッジ会計が適用されているもの　ヘッジ会計の方法ごとの連結決算日における契約

額又は契約において定められた元本相当額等は、

以下のとおりです。

（通貨関連）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円)

ヘッジ会計

の方法

デリバティブ

取引の種類等

主なヘッジ

対象

契約額等 契約額のうち 時価

１年超

原則的処理方法
為替予約取引
買建
　米ドル

買掛金 843 － △1

　(注)時価の算定方法　取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。
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（金利関連）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円)

ヘッジ会計

の方法

デリバティブ

取引の種類等

主なヘッジ

対象

契約額等 契約額のうち 時価

１年超

金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引
　変動受取・固定支払

長期借入金 725 425 (注)

　(注)金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金を一体として

処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

(注)2.時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 1,428

その他 613

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるものであ

るため「(4)投資有価証券」には含めておりません。

（１株当たり情報に関する注記）

１．１株当たり純資産額 1,467 円 32 銭

２．１株当たり当期純利益 103 円 31 銭

（重要な後発事象に関する注記）

（吸収分割契約締結）

当社は、2020年４月10日開催の取締役会において、当社が完全子会社として新たに設立した

ＤＣＭ分割準備株式会社（以下、「分割準備会社」といいます。）に対して当社のホームセンタ

ー事業を承継させる吸収分割（以下、「本件分割」といいます。）を行うため、分割準備会社と

の間で吸収分割契約を締結することを決議し、同日分割準備会社との間で吸収分割契約を締結い

たしました。また、2020年５月28日開催予定の当社第14期定時株主総会において関連議案の承認

を受ける予定であります。

１．本件分割の目的

当社グループは、来るべき未来におけるお客さまの需要や社会・経済に関わる未曾有の変化

に対して、これまで以上に迅速かつ効果的に対応していくために、経営面（戦略的意思決定）と

執行面（地域・店舗・商品等の戦略）をより明確に分け、経営面においては、法人格を統一する

ことで、ホームセンター事業全体の戦略に関する意思決定の迅速化を図り、執行面においては、

地域・店舗・商品等の戦略を展開していきます。以上が本件分割の目的であります。
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２．本件分割の要旨

（１）本件分割の日程

分割決議取締役会       2020年４月10日

吸収分割契約締結       2020年４月10日

分割承認株主総会       2020年５月28日（予定）

効力発生日             2021年３月１日（予定）

（２）本件分割の方式

当社を分割会社とし、当社の完全子会社である分割準備会社を承継会社とする吸収分割で

あります。

（３）本件分割に係る割当ての内容

本件分割に際し、当社に対して株式その他の財産の交付はありません。

（４）本件分割に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い

当社は新株予約権付社債を発行しておりますが、本件分割に際してその取扱いに変更はあ

りません。

（５）本件分割により増減する資本金

未定

（６）分割準備会社が承継する権利義務

承継会社は、当社との間で締結した2020年４月10日付の吸収分割契約の定めに従い、当社

が営むホームセンター事業に関して有する権利義務を効力発生日に承継します。

なお、分割準備会社が承継する債務については、すべて重畳的債務引受の方法によるもの

とします。

（７）債務履行の見込み

当社は本件分割後に予想される当社及び分割準備会社の資産及び負債の額並びに収益状

況について検討した結果、本件分割後の当社及び分割準備会社が負うべき債務につき、履

行の確実性に問題はないものと判断しております。

３．本件分割当事会社の概要

（１）分割会社

商号          ＤＣＭホールディングス株式会社

本店の所在地  東京都品川区南大井六丁目22番７号

代表者の氏名  代表取締役社長  兼  ＣＯＯ    石黒  靖規

事業の内容    ホームセンター事業の経営管理等

決算期        ２月末

資本金         11,939百万円

純資産        161,769百万円

総資産        334,085百万円
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（２）承継会社

商号          ＤＣＭ分割準備株式会社

本店の所在地  東京都品川区南大井六丁目22番７号

代表者の氏名  代表取締役社長    石黒  靖規

事業の内容    ホームセンター事業（なお、本件分割前は事業を行っておりません）

決算期        ２月末

資本金        100百万円（2020年４月１日設立時現在）

純資産        100百万円（2020年４月１日設立時現在）

総資産        100百万円（2020年４月１日設立時現在）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

(注)記載金額は、百万円未満を切り捨てております。

－ 14 －



(重要な会計方針に係る事項に関する注記)

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

①子会社株式及び関連会社株式　　移動平均法による原価法

②その他有価証券

時価のないもの　　　　　　　 移動平均法による原価法

　　　　　　　　　　　　　　 なお、時価のないその他有価証券のうち外貨建てのも

　　　　　　　　　　　　　　 のについては、期末日の直物為替相場に基づく時価法

　　　　　　　　　　　　　　 （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却価

　　　　　　　　　　　　　　 額は移動平均法によって算定）

(2) たな卸資産

　商品　　　　　　　　　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法により算定）

(3) デリバティブ

　デリバティブ　　　　　　　　　時価法

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 定率法

　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物

附属設備は除く）並びに2016年４月１日以降に取得

した建物附属設備については、定額法を採用してお

ります。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　　建物　　　　　　　　　３～22年

　　工具、器具及び備品　　３～20年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 定額法

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内に

　おける見込利用可能期間（５年）に基づく定額法を

　採用しております。

(3) リース資産　　　　　　　　　　　 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース

資産は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法を採用しております。

(4) 長期前払費用　　　　　　　　　　 定額法

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金　　　　　　　　　　　 金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額に基づき計上しております。
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(2) 賞与引当金　　　　　　　　　　　 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支

給見込額に基づき計上しております。

(3) 役員株式給付引当金　　　　　　　 取締役向け株式交付規程に基づく当社株式等の交付等

に備えるため、当事業年度末における株式給付債務の

見込額に基づき計上しております。

４．外貨建の資産又は負債の本邦通貨　

への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。

５．重要なヘッジ会計の処理

(1) ヘッジ会計の方法　　　　　　　　 繰延ヘッジ処理によっております。なお、金利スワッ

プについては特例処理の要件を満たしているため、特

例処理を採用しております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象　　　　　 ヘッジ手段･･･為替予約、金利スワップ

ヘッジ対象･･･買掛金、借入金

(3) ヘッジ方針　　　　　　　　　　　 為替変動リスク低減のため、対象範囲内でヘッジを行

っております。

また、借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利

スワップ取引を行っており、ヘッジ対象の識別は個別

契約毎に行っております。

(4) ヘッジの有効性評価の方法　　　　 ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、

ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計を比較し、

両者の変動額等を基礎にして判断しております。

ただし、金利スワップについては、特例処理の要件を

満たしているため、ヘッジ有効性判定を省略しており

ます。

６．消費税等の会計処理　　　　　　　　税抜方式を採用しております。
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(表示方法の変更に関する注記)

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）を

当事業年度より適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債

は固定負債の区分に表示しております。

(追加情報)

（取締役に対する業績連動型株式報酬制度）

　当社は、2017年５月25日開催の第11期定時株主総会において、当社及び子会社3社（ＤＣＭカ

ーマ㈱、ＤＣＭダイキ㈱、ＤＣＭホーマック㈱）の取締役（社外取締役及び国内非居住者、当社

及び当社の連結子会社のいずれの会社においても業務執行を行っていない者を除く。以下「対象

取締役」という。）に対し、中期経営計画の達成に向けたインセンティブ付け、当社グループの

持続的な成長への貢献意欲を高めること、及び株主の皆様と利害を共有することを目的として、

業績との連動性が高く、かつ透明性・客観性の高い役員報酬制度である業績連動型株式報酬制度

（以下「本制度」という。）を導入しております。

１．取引の概要

　本制度を導入するにあたり、役員報酬ＢＩＰ（Board Incentive Plan）信託（以下「ＢＩＰ信

託」という。）と称される仕組みを採用しております。ＢＩＰ信託とは、米国の業績連動型株式

報酬（Performance Share）制度及び譲渡制限付株式報酬（Restricted Stock）制度を参考にし

た役員に対するインセンティブプランであり、ＢＩＰ信託により取得した当社株式及び換価処分

金相当額の金銭（以下「当社株式等」という。）を業績目標の達成度等に応じて対象取締役に交

付及び給付（以下「交付等」という。）するものです。本制度は、2018年２月末日で終了する事

業年度から2020年２月末日で終了する事業年度までの連続する３事業年度（信託期間の延長が行

われた場合には、以降の各３事業年度とする。）を対象として、対象取締役の基本報酬額及び中

期経営計画の業績達成度に応じポイントを付与しそれを累積し、対象取締役が対象会社のいずれ

の取締役も退任する際に、累積ポイント数に基づいて算出される当社株式等について役員報酬と

して交付等を行います。

２．信託に残存する自社の株式

　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額は除く。）により、純資

産の部に自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当事業年度

279百万円、285千株であります。
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（従業員に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

　当社は、2017年５月９日開催の取締役会において、当社の中長期的な企業価値を高めることを

目的として、従業員インセンティブ・プラン「従業員持株ＥＳＯＰ信託」（以下「ＥＳＯＰ信

託」という。）の導入を決議いたしました。当社の成長を支える従業員に対する福利厚生制度を

より一層充実させるとともに、株価上昇へのインセンティブを付与することにより、当社の業績

や株式価値に対する従業員の意識を更に高め、中長期的な企業価値の向上を図ることを目的に、

本制度を導入しております。

１．取引の概要

　ＥＳＯＰ信託とは、米国のＥＳＯＰ（Employee Stock Ownership Plan）制度を参考に、従業

員持株会の仕組みを応用した信託型の従業員インセンティブ・プランであり、当社株式を活用し

た従業員の財産形成を促進する貯蓄制度の拡充（福利厚生制度の拡充）を図る目的を有するもの

をいいます。

　当社が「ＤＣＭホールディングス社員持株会」（以下「当社持株会」という。）に加入する従

業員のうち一定の要件を充足する者を受益者とする信託を設定し、当該信託は今後３年間にわた

り当社持株会が取得すると見込まれる数の当社株式を、予め定める取得期間中に取得します。そ

の後、当該信託は当社株式を毎月一定日に当社持株会に売却します。信託終了時に、株価の上昇

により信託収益がある場合には、受益者たる従業員の拠出割合等に応じて金銭が分配されます。

株価の下落により譲渡損失が生じ信託財産に係る債務が残る場合には、金銭消費貸借契約の保証

条項に基づき、当社が銀行に対して一括して弁済するため、従業員の追加負担はありません。

２．信託に残存する自社の株式

　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額は除く。）により、純資

産の部に自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当事業年度

366百万円、380千株であります。

３．総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

　当事業年度187百万円
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(貸借対照表に関する注記)

１．有形固定資産の減価償却累計額 　　　　　 　 2,037百万円

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

　　　短期金銭債権　　　　　　　　　　　　　  99,641百万円

　　　短期金銭債務　　　　　　　　　　 　　　    548百万円

３．取締役に対する長期金銭債務　            　　　 8百万円

４．事業年度末日満期手形等

事業年度末日満期手形及び事業年度末日確定期日現金決済（手形と同条件で手形期日に現

金決済する方式）の会計処理については、手形交換日及び出金日をもって決済処理してお

ります。なお、当事業年度末日が金融機関の休日であったため、次の事業年度末日満期手

形等が当事業年度末日残高に含まれております。

　　　買掛金　　　　　　　　　　　　　　　　　 4,178百万円

　　　電子記録債務　　　　　　　　　　　　　　15,810百万円

(損益計算書に関する注記)

関係会社との取引高

営業取引による取引高

商品売上高　　　　　　　　　　　　　　　   47,288百万円

受取配当金　　　　　　　　　 　　　　 　    7,957百万円

経営管理料　　　　　　　　　　 　　 　　   10,065百万円

営業取引以外の取引による取引高

受取利息　　　　　　　　　　 　　　　 　　    273百万円

受取配当金　　　　　　　　　 　　　　 　      157百万円

(株主資本等変動計算書に関する注記)

自己株式の種類及び株式数に関する事項

当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数

自己株式

普通株式      
(注)1,2,3

8,972千株 1,381千株 332千株 10,022千株

合　計 8,972千株 1,381千株 332千株 10,022千株

(注)1.普通株式の自己株式の株式数の増加1,381千株は、取締役会決議による自己株式取得に

よる増加1,379千株及び単元未満株式の買取り２千株によるものです。

　　　 2.普通株式の自己株式の株式数の減少332千株は、「ＥＳＯＰ信託口」から「当社持株

会」への株式譲渡310千株及び「ＢＩＰ信託口」から退任役員への交付21千株によるも

のです。

　　　 3.自己株式数には、当事業年度末日現在において「ＥＳＯＰ信託口」が所有する当社株

式380千株及び「ＢＩＰ信託口」が所有する当社株式285千株を含めて記載しておりま

す。
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(税効果会計に関する注記)

 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

未払事業税等　　　　　　　　　　　　　　    45百万円

その他 　　　　　　　　　  　 　　　　      33百万円

繰延税金資産小計　　　　　　　　   　　　 　  78百万円

評価性引当額　　　　　　 　 　　　　 　　   △15百万円

繰延税金資産合計　　　　　　　　　　 　 　    63百万円

 ２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目

　　 別の内訳

法定実効税率　　　　　　　　　　　　　　　　　　  30.6％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目　　　　　  0.5％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目　   △30.3％

その他　　　　　　　　　　　　　　　  　　   　 0.1％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率　　　        0.9％ 
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(関連当事者との取引に関する注記）

種類
会社等
の名称

所在地

資本金
又は

出資金
(百万円)

事業の
内容

議決権等
の所有

(被所有)
割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

子 会 社 DCMカーマ㈱
愛 知 県
刈 谷 市

6,001
ホームセン
ター業

100.0％
役員の
兼 任

商品販売
・

経営管理
及び

資金貸付

商品の販売

(※1)
76,741 売掛金 10,779

経営管理料の

受取(※2)
3,054 － －

資金の貸付
(※3)
(※4)

39,700

短　期
貸付金

15,121

関係会社

長期
貸付金

12,409

利息の受取
(※4)

89 その他 0

子 会 社 D C Mダ イ キ㈱
愛 媛 県
松 山 市

7,058
ホームセン
ター業

100.0％
役員の
兼 任

商品販売
・

経営管理
及び

資金貸付

商品の販売

(※1)
45,466 売掛金 5,856

経営管理料の
受取(※2)

2,117 － －

資金の貸付
(※3)
(※4)

79,000

短　期
貸付金

18,306

関係会社

長期
貸付金

7,051

利息の受取
(※4)

51 その他 0

子 会 社
DCMホーマック
㈱

北 海 道
札 幌 市

10,981
ホームセン
ター業

100.0％
役員の
兼 任

商品販売
・

経営管理
及び

資金貸付

商品の販売

(※1)
100,385 売掛金 12,196

経営管理料の
受取(※2)

4,075 － －

資金の貸付
(※3)
(※4)

25,000

短　期
貸付金

21,122

関係会社

長期
貸付金

16,293

利息の受取
(※4)

109 その他 0

子 会 社 D C Mサ ン ワ㈱
青 森 県
青 森 市

704
ホームセン
ター業

100.0％ 資金貸付

資金の貸付
(※3)
(※4)

9,500

短　期
貸付金

3,712

関係会社

長期
貸付金

3,521

利息の受取
(※4)

18 その他 0

関連会社 ㈱ ケ ー ヨ ー
千 葉 県
千 葉 市

16,505
ホームセン
ター業

20.1％
役員の
兼 任

商品販売
商品の販売
(※1)

65,544 売掛金 8,891

 (注)1．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含

まれております。

2．取引条件及び取引条件の決定方針等
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※1 ＤＣＭカーマ㈱、ＤＣＭダイキ㈱、ＤＣＭホーマック㈱及び㈱ケーヨーへの商品の販

売については、商品取引基本契約等に基づき販売価格を決定しており、取引金額には

総額を記載しております。なお、損益計算書においては、取引の条件に応じて総額又

は純額を表示しております。

※2 ＤＣＭカーマ㈱、ＤＣＭダイキ㈱及びＤＣＭホーマック㈱との経営管理料については、

当社において発生した管理費用等の実費負担額を勘案して決定しております。

※3 ＤＣＭカーマ㈱、ＤＣＭダイキ㈱、ＤＣＭホーマック㈱及びＤＣＭサンワ㈱への資金

の貸付は、連結会社間における短期資金運用によるものと、各社の設備投資に対する

長期貸付によるもので、取引金額は期中における貸付実行額を単純加算しております。

なお、貸付利率は市場金利を勘案して合理的に決定しております。

※4 ＤＣＭカーマ㈱、ＤＣＭダイキ㈱、ＤＣＭホーマック㈱及びＤＣＭサンワ㈱への資金

の長期貸付残高については、各社の設備投資に対する貸付によるものです。また、短

期貸付金残高には１年内回収予定の長期貸付金を含んでおります。なお、貸付利率は

市場金利を勘案して合理的に決定しております。

(１株当たり情報に関する注記)

 １．１株当たり純資産額　　　　　　　　  1,185円58銭

 ２．１株当たり当期純利益　　　　　　　 　　60円21銭

(重要な後発事象に関する注記）

連結計算書類（重要な後発事象に関する注記）に同一の内容を記載しているため、注記を省略し

ております。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

(注)記載金額は、百万円未満を切り捨てております。
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